
大野城市職員の給与と職員数

１　総　括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） （参考）全国市平均一人当たり給与費：

（３）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数 100.8 （平成20年4月1日現在）

２　職員の平均給料月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　①一般行政職 （平成20年4月1日現在）

　②技能労務職 （平成20年4月1日現在）

平均年齢 職員数

48.9歳 22人 

47.5歳 10人 

59.2歳 12人 

50.6歳 1,010人

48.9歳 4,784人

47.2歳 50人 

平均給与月額（A） 平均給与月額（国ベース）

391,560円

381,368円

公　務　員

類似団体

　　　　　　　人

410

284,679円

330,203円

区分

415,962円

372,848円

407,153円

369,650円

6,918千円

大野城市

　市職員の給与と職員定数については、市議会における条例と予算などの審議を通じて決定されています。平成19年度の
人件費は、総額約38億1,000万円で歳出総額の13.2％を占めています。市民のみなさんの理解を深めてもらうため、平成20
年４月１日現在の市職員の給与と職員数について、国等との比較を交えて公表します。

区分

387,506円

平均給料月額

362,540円

(参考）平成18年度
の人件費率

％

320,623円－

13.2 13.0

人件費　(B)

440,945円

440,344円

748,888

(A)

394,014円

平均給与月額 平均給与月額（国ベース）

393,280円

1,690,445

　　　　千円

44.0歳

平均給料月額

345,300円

職員一人当たり

給　料 職員手当
　　　　千円

計(B) 給与費(B/A)
　　　　　千円

期末・勤勉手当

405,422円

　　　　千円

6,905

434,942円

※職員手当には退職手当を含みません。
※職員数は、平成19年4月1日現在の一般会計及び特別会計（国民健康保険、老人保健、介護保険）に属する職員（特別職及び教育長を
除く。）の人数です。

391,803

355,782円

2,831,136

325,113円

349,256円

福岡県

41.1歳

平均年齢

国

類似団体

国

福岡県

44.5歳

大野城市

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
※類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、
　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

－

43.6歳

住民基本台帳人
口（19年度末）

　　　　　　　人

94,072

職員数

区分

平成19年度

区分

平成１9年度

歳出額　(A)

　　　　千円

28,867,907 452,400

実質収支

　　　　千円

　　　　千円

　　　　千円

3,810,773

給　　　　 与　　　　 費

人件費率　（B/A)

　　　　　　％

400,237円

346,810円

375,650円

380,325円400,567円

うち学校調理員

うちその他技能労務職

350,158円

388,687円

100.8 100.1 100.7

103.3

98.9 98.5 98.3

102.0

90.0

95.0

100.0

105.0

大野城市 類似団体平均 全国市平均 福岡県

平成15年

平成20年
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（２）職員の初任給の状況 （平成20年4月1日現在）

（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況 （平成20年4月1日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況 (平成20年4月1日現在）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

　一律に支給している

大　野　城　市

299人 

主 事 ・ 技 師

4.7%主 事 ・ 技 師

9人 

37人 

職員数

178,800円

技能労務職

技能労務職

4.3%

該当者なし

経験年数15年

308,100円

133,100円

354,600円

310,150円

経験年数20年

278,867円

該当者なし

12.4%

該当者なし高校卒

高校卒

区　　　　　分

※平成18年に9級制から7級制に変更しています。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

構成比

3.0%

14人 

14.0%

109人 36.5%

※大野城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
※一般行政職には税務職、保育職、企業職、技能労務職などは含まれません。

合　　　　　計

国福　岡　県

42人 

25.1%

343,300円

172,200円

75人 

区　　　　　分

2　級

13人 

一般行政職

大学卒

標準的な職務内容

経験年数10年

270,317円

高　校　卒

100.0%

140,100円

137,200円

大　学　卒

高　校　卒

区　分

144,500円

146,700円

一般行政職

178,800円

144,500円

部 長 ・ 局 長 ・ 会 計 管 理 者

課 長 ・ 参 事 ・ 課 長 補 佐

7　級

1　級

6　級

※「平均給料月額」は、各職種ごとの職員の基本給の平均です。
※「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当などのすべての諸手当の額を合計した給与の平均です。
※「平均給与月額（国ベース）」は、平均給与月額から時間外勤務手当などを除いた給与の平均です。

5　級

4　級

3　級

課 長 補 佐 ・ 参 事 補 佐

係 長 ・ 主 査

主 任 主 事 ・ 主 任 技 師

0.0% 2.4%

4.3%
4.0%

0.7%

4.7% 3.7%

0.3%

36.5%
36.0%

6.6%

14.0% 19.2%

25.9%

25.1%
21.9%

5.2%

12.4% 12.1%

34.3%

3.0% 3.0%

11.2%

0.0%

13.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成20年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当 (平成20年4月1日現在）

（３）地域手当 (平成２０年4月1日現在）

（４）特殊勤務手当 (平成20年4月1日現在）

0人 (0.0%)

0人 (0.0%)

1人 (0.2%)

4人 (0.9%)

（５）時間外勤務手当

期末手当 勤勉手当

　一律に支給している

大野城市

平成19年度
支給割合

勤勉手当

3.00月分

(1.60月分）

1.50月分3.00月分1.50月分

(0.75月分） (0.75月分）(1.60月分）

国

主な支給対象業務 主な支給対象職員

1人当たり平均支
給額(19年度）

市内全域

支給率

５％
(22年度の制度完成時：3%)

※平成22年度での完成を目指して、国は支給率を段階的に引き上げ、本市は支給率を段階的に引下げることとしています。

手当の名称

公表なし

支給職員1人当たり平
均支給年額（19年度）

47.50月分

支給実績

平成18年度

職員1人当たり平均支給年額

定年前早期退職特例措置
（２～２０％加算）

1,500円

2,475円

支給単価

－

315,679円

-

30.55月分

国

自己都合

職制上の段階、職務の級による加算措置
・役職加算　5～20％
・管理職加算 10～25％

3.00月分

410人 

国の制度（支給率）

３％
(22年度の制度完成時：3%)

106,676千円

※退職手当の1人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員（全職種）に支給された平均額です。

支給職員数支給対象地域

23,170千円

支給実績（19年度）
支給職員1人当たり平
均支給年額（19年度）

勤勉手当

41.34月分

勧奨・定年

1.50月分

(1.60月分）

33.50月分

(0.75月分）

支給実績（19年度）

23.50月分

定年前早期退職特例措置
（２～２０％加算）

59.28月分

23.50月分

41.34月分

59.28月分 59.28月分

59.28月分59.28月分

職制上の段階、職務の級による加算措置
・役職加算　5～15％

-

9,900円

-

1,500円

-

260,822円

死亡人1,000円／件
病人300円／件

300円／回

支給職員数とその
割合(19年度）

行路病人・死亡人
取扱手当

防疫従事職員手
当

感染症発生箇所
の消毒等業務

職員1人当たり平均支給年額

300円／件

野犬捕獲補助職
員手当

野犬捕獲補助業
務

汚物処理作業職
員手当

左記業務従事職
員

平成19年度

支給実績

300円／日

犬猫等の死がい処
理業務

128,166千円368,855円

左記業務従事職
員

加算措置の状況

期末手当

福岡県
期末手当

職制上の段階、職務の級による加算措置
・役職加算　5～20％
・管理職加算 10～25％

1人当たり平均支
給年額（19年度）

自己都合

47.50月分

大野城市

33.50月分

1,827千円

勧奨・定年

1,859千円

30.55月分

行路病人・死亡人
の取扱業務

左記業務従事職
員

59.28月分

区分

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

最高限度額

左記業務従事職
員

その他の加算措置

127,255千円
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（６）その他手当 (平成20年4月1日現在）

５　特別職の報酬等の状況 （平成20年4月1日現在）

６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

<参考>

35.82人 

47.12人)

<参考>

40.93人 

63.20人)

47.62人 

１．７５月分

３．３５月分合　計-

350,000円 １２月期

　　　（20年度支給割合）

類似団体の最低額

39,615千円

612,800円

30,214千円

435,000円

34,570千円

362人 

52人 677,840円

[   502人]

-1人 

[     0人]

総 務

税 務

農 林 水 産

平成20年

議 会

平成19年

6人 

31人 

104人 

32人 

任期毎

9,156千円

退 職 手 当

対前年増減数 主な増減理由

任期毎
副 市 長

市 長

[   502人]

0人 

0人 

64人 

2人 0人 

13人 

-1人 

400,000円

3人 

-3人 

320,000円

※給料・報酬等月額は、平成16年10月改定後の金額です。
※退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年)勤めた場合における退職手当の見込額です。

１期の手当額 支給時期

１期の手当額 支給時期

18,890千円

(支給率)
　部長17.5/100
　課長15/100
　保育所長12.5/100

退職日における給料月額×100分の510×勤続年数

6人 

退職日における給料月額×100分の300×勤続年数

590,900円

652,700円

0人 

給料・報酬等月額 類似団体の最高額

987,000円

合　　　計

63人 

223,448円53,404千円

148,370円
借家居住は最高27,000円/月、持家居住
は一律5,500円/月

同じ

持家居住は取得後5
年間のみ2,500円/月

449人 448人 

0人 

１．６０月分６月期

支給職員1人当たり平
均支給年額（19年度）

84,872円

期末手当

通勤距離２㎞以上が
対象

国の制度 支給実績（19年度）支給職員数

216人 

258人 

11人 

51人 

26人 

2人 

69人 

385人 

334人 

2人 

12人 

13人 

737,200円

815,000円

-

763,000円

568,000円

472,000円

507,000円

4人 

91人 

27人 33人 

91人 

65人 

公営企
業等会
計部門

介 護 保 険

下 水 道

国 保

水 道

老 人 医 療

計

小 計

教 育 部 門

一般行
政部門

職　　員　　数

計

商 工

土 木

民 生

衛 生

104人 

区　　　　　分

4人 

給 料
副 市 長

報 酬

議 長

議 員

（支給月額）
　　配偶者は13,000円、配偶者以外の扶
養親族1人につき6,500円、配偶者がいな
い場合の1人目が11,000円(16歳から22歳
の扶養親族には5,000円加算）

手当名

扶養手当

内容及び支給単位

462,000円

交通機関利用は運賃相当額、交通用具
利用は１㎞以上の通勤距離に応じて支給
（限度額：55,000円/月）

副 議 長

区　　　　　　分

市 長

通勤手当

管理職手当

（支給率）
　部長16/100
　課長12/100
　保育所長10/100

926,000円

常 任 委 員 長

住居手当

水道事業の財務処理の見直しに伴う減

   人口1万人当たり職員数
   (類似団体の人口1万人当たり職員数

   人口1万人当たり職員数

<参考>

※　職員数は、一般職に属する職員数です。（教育長を含み、臨時職員・非常勤職員を除いています。）
※　[　　　　　]内は、条例定数の合計です。（教育長、臨時職員・非常勤職員を除きます。）

25人 -1人 

0人 

11人 

2人 

12人 

0人 385人 

税の徴収率向上を図るための配置増

   (類似団体の人口1万人当たり職員数

一部事務組合への派遣増に伴う配置増

   人口1万人当たり職員数

小学校給食民間委託を見据えた調理員の退職不補充

337人 

48人 

1人 

6人 

0人 

0人 

0人 

-4人 区画整理事業等の進捗による業務縮小
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（２）年齢別職員構成の状況 (平成20年4月1日現在）

区分
20歳

未満

20歳
～
23歳

24歳
～
27歳

28歳
～
31歳

32歳
～
35歳

36歳
～
39歳

40歳
～
43歳

44歳
～
47歳

48歳
～
51歳

52歳
～
55歳

56歳
～
59歳

60歳

以上
計

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数 1 18 29 36 59 47 26 29 45 78 79 1 448

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

　①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

　②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 (各年4月1日現在）

区分

部門

職員数

増減 11人 ( 122.20%)

職員数

増減 -8人 ( 88.90%)

職員数

増減 -11人 ( 110.00%)

職員数

増減 -8人 ( 80.00%)

456人 446人 10人 2.2%

平成22年4月1日
職員数

平成17年4月1日
職員数

純減数

-10人 

63人 

-10人 3人 -1人 

64人 

456人 446人 

-1人 

449人 448人 

-2人 

446人 －

-10人 

64人 

－ 47人 

-9人 

－

数値目標

9人 

（参考）平成18年～20年平成17年 平成1８年

計画始期 1年目

48人 

2年目

51人 

平成20年平成19年

純減率

3年目

1人 7人 3人 

337人 

計

※　計画期間は、平成17年度～平成22年度の5年間です。
※　（　　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。
※　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計を示しています。

335人 一　般
行　政

公営企業
等会計

66人 

334人 

計

327人 326人 

56人 53人 

74人 

-8人 

教育
-3人 -2人 -3人 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

20歳

未満

20歳
～
23歳

24歳
～
27歳

28歳
～
31歳

32歳
～
35歳

36歳
～
39歳

40歳
～
43歳

44歳
～
47歳

48歳
～
51歳

52歳
～
55歳

56歳
～
59歳

60歳

以上

(%)

構成比

5年前の構成比
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７　公営企業職員の状況

（１）水道事業・下水道事業

　①職員給与費の状況

　ア　平成19年度決算

　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 （平成20年4月1日現在）

　③職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　イ　退職手当 (平成20年4月1日現在）

　ウ　地域手当 (平成20年4月1日現在）

　エ　特殊勤務手当 (平成20年4月1日現在）

(0.0%)

水道事業 下水道事業

勧奨・定年

1,908千円

91,632千円

その他の加算措置

区分

59.28月分

－

団体平均

570,494円

7,636千円

支給職員1人当たり平
均支給年額（19年度）支給実績（19年度）

588,616円

－

－

水道事業 下水道事業

－

－－

千円

大野城市

374,552円

加算措置の状況
職制上の段階、職務の級による加算措置

・役職加算　5～15％

－
(1.60月分）

※基本給は「給料」「扶養手当」及び「地域手当」の月額の合算で、平均月収は平均年収（期末・勤勉手当等を含む）を１２で除した額です。

団体平
均

水道事業 45.5歳

水道事業

下水道事業

水道事業

下水道事業

区分

平成19年度
支給割合

3.00月分 1.50月分

支給率 国の制度（支給率）

59.28月分

1人当り平均支給
年額（19年度）

大野城市

(0.75月分）

自己都合

支給単価
支給職員数と割合

(19年度）

円

273,195円

－

※平成22年度での完成を目指して、国は支給率を段階的に引き上げ、本市は支給率を段階的に引下げることとしています。

市内全域
５％

(22年度の制度完成時：3%)
３％

(22年度の制度完成時：3%)

手当の名称

該当なし

主な支給対象業務 主な支給対象職員

－ －

支給対象地域

勤続３５年 47.50月分

定年前早期退職特例措置
（２～２０％加算）

最高限度額 59.28月分

勤続２０年 23.50月分 30.55月分

勤続２５年 33.50月分 41.34月分

職員数 給　　　　 与　　　　 費

区分 総費用　(A)
(参考)18年度の総費
用に占める職員給
与費比率

10.3%

4.0%

職員給与費　(B)

176,779千円

4.2%91,632千円

1,930,413千円

総費用に占める職
員給与費比率
(B/A)

9.2%

571,242円

純損益又は実質
収支

28,181千円

41,420千円

20,804千円 47,553千円

※職員手当には退職手当を含みません。
※職員数は、平成20年3月31日現在の人数です。
〔参考〕市町村（政令指定都市を除く）平均
　　　　一人当たり給与費：水道事業 6,874千円、下水道事業 6,858千円

平均月収額

24,950千円

2,202,530千円

区分 平均年齢 基本給

給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計(B)

－－

1,792千円 1,772千円

10,381千円

－

－

支給実績（19年度）

－ －

－

37人 

支給職員1人当たり平
均支給年額（19年度）

支給職員数

職員一人当たり

(A)

55,690千円 10,992千円12人 

6,799千円176,777千円108,420千円

給与費(B/A)

26人 

大野城市 46.0歳 391,230円

団体平均

下水道事業 44.6歳 372,307円

期末手当 勤勉手当
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　オ　時間外勤務手当

　カ　その他の手当 (平成20年4月1日現在）

6,085千円 253,542円24人 

6,713千円 209,769円 8,594千円

支給実績（19年度）

226,158円

支給職員1人当たり平
均支給年額（19年度）

支給職員数手当名 内容及び支給単位 一般行政職の制度

借家居住は最高27,000円/月、持家居住
は一律5,500円/月

持家居住は取得後5
年間のみ2,500円/月

扶養手当

（支給月額）
　　配偶者は13,000円、配偶者以外の扶
養親族1人につき6,500円、配偶者がいな
い場合の1人目が11,000円(16歳から22歳
の扶養親族には5,000円加算）

同じ

2,830千円 707,388円

2,891千円 125,542円

2,883千円 84,794円

管理職手当
（支給率）　局長16/100
　　　　　　　課長12/100

(支給率)
　局長17.5/100
　課長15/100

23人 

通勤手当
交通機関利用は運賃相当額、交通用具
利用は１㎞以上の通勤距離に応じて支給
（限度額：55,000円/月）

通勤距離２㎞以上が
対象

34人 

4人 

住居手当

平成19年度 平成18年度

支給実績 職員1人当り平均支給年額 支給実績 職員1人当り平均支給年額
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